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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期

会計期間

自　平成18年
　　２月１日
至　平成18年
　　７月31日

自　平成19年
　　２月１日
至　平成19年
　　７月31日

自　平成20年
　　２月１日
至　平成20年
　　７月31日

自　平成18年
　　２月１日
至　平成19年
　　１月31日

自　平成19年
　　２月１日
至　平成20年
　　１月31日

売上高 (千円) ― 3,106,5143,165,3105,451,7386,376,096

経常利益 (千円) ― 728,751 494,6721,060,4221,453,583

中間(当期)純利益 (千円) ― 419,058 266,226 634,134 837,320

持分法を適用した場合
の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― 1,053,0221,053,0221,053,0221,053,022

発行済株式総数 (株) ― 49,364 49,364 24,682 49,364

純資産額 (千円) ― 3,781,1184,294,2883,448,7394,201,730

総資産額 (千円) ― 5,014,4445,294,2934,463,6755,889,436

１株当たり純資産額 (円) ― 76,602.8986,999.37139,738.2585,124.20

１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― 8,489.845,393.5727,796.2816,963.54

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 3,500 3,500

自己資本比率 (％) ― 75.4 81.1 77.3 71.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 603,693△947,571 937,0831,354,479

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △180,476△495,451△359,837△309,402

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △87,889△172,148 980,367△89,649

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) ― 2,840,0331,844,9622,504,7063,460,134

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名) ―
368

〔531〕
426

〔541〕
338

〔540〕
420

〔546〕

(注) １　当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、「中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推

移」については記載しておりません。

２　当社は、第14期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

３　売上高には、消費税等は含まれておりません。

４　持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社が存在しないため記載しておりません。

５　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

６　第13期においては、平成18年７月３日付で普通株式１株に付き２株の株式分割を行っております。

７　第14期においては、平成19年６月１日付で普通株式１株に付き２株の株式分割を行っております。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成20年７月31日現在

従業員数(名) 426〔541〕

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 労働組合の状況

当社の労働組合は、クレディセゾン労働組合のジェーピーエヌ支部として組合活動に従事しておりま

す。

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。

　

EDINET提出書類

ジェーピーエヌ債権回収株式会社(E03743)

半期報告書

 3/39



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間期の経営成績

当中間会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題を背景とした金融市場の混乱や原油

及び原材料価格の高騰による企業収益の悪化から民間設備投資が減少し、物価の上昇に伴い個人消費も

春先から伸び悩むなど先行き不透明な状況で推移しました。

　当社の主要取引先であるクレジットカード業界におきましては、消費者のライフスタイルの変化やＩＴ

技術の進展に伴う決済市場の多様化の中で、市場規模は着実に拡大を続けており、今後も少額決済を始め

とする新たな決済領域の拡がりの中で、なお一層の成長が見込まれております。 

一方、貸金業法の改正の影響が事業収益構造を大きく変えるなど、業界再編を含め経営環境が劇的に変

化しており、業界は大きな転換期を迎えております。

　また、当社が属するサービサー業界におきましては、平成19年12月末現在で営業許可業者数は100社とな

り競争が一段と激しさを増す一方で、本年３月にサービサー制度発足以来始めて認可の取消処分を下さ

れる業者が発生する等、より一層のコンプライアンスの徹底と適正な業務運営の確保が求められていま

す。

こうした状況下、当社は引き続き「小口・無担保」債権の業務代行事業に主眼をおき、民間委託による

効率化がより求められる官公庁マーケットへの積極的な参入の実施、および既存取引先の活性化に向け

て営業展開を推進してまいりましたが、当社の主要取引先である、クレジットカード会社の収益の悪化に

よる取引先からの取引条件改定要請の高まりの対応と、クレジットカード会社の与信の厳格化にともな

う受託件数の減少が売上高へ影響いたしました。 

　その一方、前期に実施したインフラ体制強化の投資に対しての減価償却費等ランニングコストの発生及

び、今後の事業規模の拡大・新規事業への取り組みに備えスキルを有する人材の確保の実施に伴い営業

経費は増加いたしました。その結果、当中間会計期間につきましては、売上高3,165,310千円（前年同期比

101.9％）、営業利益487,618千円（前年同期比67.0％）、経常利益494,672千円（前年同期比67.9％）、中

間純利益266,226千円（前年同期比63.5％）となりました。 

　なお、各事業別の業績概況は以下のとおりであります。

　

① 業務代行事業

当社の中核事業である業務代行事業におきましては、大阪市・福山市等の自治体の人材派遣を中心

に新たに５先との契約を締結いたしました。また既存取引先から約11億円（投資額）の小口無担保債

権の買取を行いました。既存取引先からの受託業務の売上高は、リース及び求償債権等の中長期債権が

拡大を果たすものの、一方でクレジットカード会社との取引条件の改定、貸金業法改正による与信の厳

格化対応及び、行為規制の強化対応の影響を受けました。

　これらの結果、業務代行事業の売上高は2,768,728千円（前年同期比103.2％）となりました。
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② リサーチ事業

リサーチ事業におきましては、業務代行事業同様に主力取引先であるクレジットカード会社からの

売上高の伸び率が一部鈍化するも、大手クレジットカード会社をはじめ、サービサー会社やリース会社

等、新たに７先と契約の締結を行い、売上高の積みましを行いました。

　これらの結果、リサーチ事業の売上高は272,110千円（前年同期比110.5％）となりました。

　

③ バックアップサービス事業

バックアップサービス事業におきましては、サブプライムローン問題の影響を受け、証券化市場が全

体的に減速傾向にある一方で、貸金業法の改正による消費者金融業界の営業規模の縮小、過払い金返還

請求の増加等の影響による証券化案件の激減、オリジネーターの直接金融から間接金融へのシフト等

により、消費者金融債権の証券化の需要が減退するという厳しい環境により、バックアップサービスの

取扱件数は減少いたしました。 

　これらの結果、売上高は124,471千円（前年同期比69.8％）と前年同期の売上水準を下回りました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間期末における「現金及び現金同等物」の残高は、1,844,962千円で前事業年度末と比較して

1,615,171千円減少いたしました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間期末において営業活動により使用した資金は947,571千円となりました。これは主に買取債

権の取得等に伴い1,102,740千円の支出が発生したことによるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間期末において投資活動により使用した資金は495,451千円となりました。これは主にシステ

ム機器等の有形固定資産の取得に318,519千円、ソフトウェアの開発に伴う無形固定資産の取得に

174,961千円を支出したことによるものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間期末において財務活動により使用した資金は172,148千円となりました。これは配当金の支

払によるものです。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社の事業は、業務代行事業、リサーチ事業部及びバックアップサービス事業の３事業部門から構成され

ており、生産を行っていないため、生産実績及び受注状況について記載しておりません。

　

売上実績

当中間会計期間における売上実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門 売上高(千円) 前年同期比(％)

業務代行事業 2,768,728 103.2

リサーチ事業 272,110 110.5

バックアップサービス事業 124,471 69.8

合計 3,165,310 101.9

(注) １　主な相手先別の売上実績の総売上実績に対する割合

　

相手先
 

前中間会計期間
自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日

当中間会計期間
自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日

売上高
(千円)

割合(％)
売上高
(千円)

割合(％)

㈱クレディセゾン 949,43030.5 927,76629.3

出光クレジット㈱ 377,14012.1 410,28813.0

㈱セゾンファンデックス 414,94213.3 330,58810.4

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(１)重要な設備計画の変更

該当事項はありません。

　

(２)重要な設備計画の完了

前事業年度末に計画しておりましたネットワークインフラ整備及びサーバ端末等増設等へ当中間会計

期間末において、111,158千円投資しております。

　

(３)重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(４)重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000

計 160,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年10月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 49,364 49,364

大阪証券取引所
( ニ ッ ポ ン ・
ニュー・マーケッ
ト－「ヘラクレ
ス」)

―

計 49,364 49,364 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年７月31日 ― 49,364 ― 1,053,022 ― 553,022
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(5) 【大株主の状況】

平成20年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社クレディセゾン 東京都豊島区東池袋三丁目１－１ 35,248 71.40

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８－11 1,785 3.61

ノーザントラストカンパニー
(常任代理人　香港上海銀行東京
支店)

5 0  B A N K  S T R E E T  C A N A R Y  W H
ARF LONDON E14 5NT,UK
(東京都中央区日本橋三丁目11－１)

795 1.61

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４－１ 643 1.30

ジェーピーエヌ社員持株会 東京都豊島区東池袋三丁目１－１ 617 1.24

クレディ・スイス証券株式会社 東京都港区六本木一丁目６－１ 435 0.88

深澤　教泰 東京都日野市 400 0.81

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜二丁目４－６ 355 0.71

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９－１ 280 0.56

日暮　博昭 千葉県柏市 202 0.40

計 ― 40,760 82.56

（注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係わる株式数は、1,785

株であります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

4
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける基準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

49,360
 

49,360
同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 49,364 ― ―

総株主の議決権 ― 49,360 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が15株（議決権15個）含まれて

おります。

　

② 【自己株式等】

平成20年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ジェーピーエヌ債権回収

株式会社

東京都豊島区東池袋三丁目
１番１号

4 ― 4 0.01

計 ― 4 ― 4 0.01

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

最高(円) 213,000 208,000 220,000 210,000 208,000 115,000

最低(円) 186,000 183,000 189,000 192,000 101,000 87,200

(注)　株価は、大阪証券取引所市場（ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間(平成19年２月１日から平成19年７月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間(平成20年２月１日から平成20年７月31日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間(平成19年２月１日から平成

19年７月31日まで)及び当中間会計期間(平成20年２月１日から平成20年７月31日まで)の中間財務諸表に

ついて、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。

　

３　中間連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。

　

EDINET提出書類

ジェーピーエヌ債権回収株式会社(E03743)

半期報告書

11/39



１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成19年７月31日)

当中間会計期間末

(平成20年７月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※１ 927,208 1,940,059 1,041,123

　２　売掛金 826,290 826,282 805,755

　３　有価証券 ― ― 2,499,503

　４　買取債権 522 1,104,065 1,325

　５　前払費用 65,569 78,207 34,662

　６　繰延税金資産 110,519 99,602 116,097

　７　現先短期貸付金 1,997,497 ― ―

　８　その他 ※１ 27,487 21,446 30,495

　　　貸倒引当金 △467 △646 △158

　　　流動資産合計 3,954,62878.9 4,069,01876.9 4,528,80476.9

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 161,084 284,416 279,598

　　　　減価償却累計額 △77,54583,539 △122,094162,321 △93,726185,871

　　(2) 工具器具備品 830,852 1,039,993 1,038,126

　　　　減価償却累計額 △524,688306,164 △646,505393,487 △597,816440,310

　　　有形固定資産合計 389,7047.8 555,80910.5 626,18210.6

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウエア 388,743 419,930 457,130

　　(2) 電話加入権 14,082 14,082 14,082

　　　無形固定資産合計 402,8258.0 434,0128.2 471,2128.0

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 5,911 3,901 5,323

　　(2) 繰延税金資産 90,118 60,649 87,829

　　(3) 長期前払費用 6,489 4,716 5,672

　　(4) 差入保証金 154,766 156,185 154,412

　　(5) その他 10,000 10,000 10,000

　　　投資その他の
　　　資産合計

267,2855.3 235,4524.4 263,2374.5

　　　固定資産合計 1,059,81521.1 1,225,27523.1 1,360,63223.1

　　　資産合計 5,014,444100.0 5,294,293100.0 5,889,436100.0
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前中間会計期間末

(平成19年７月31日)

当中間会計期間末

(平成20年７月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　未払金 214,612 209,222 606,145

　２　未払費用 125,829 138,135 130,026

　３　未払法人税等 332,438 160,605 426,584

　４　未払消費税等 ※２ 43,737 33,999 46,421

　５　前受金 37,303 23,541 35,585

　６　預り金 ※１ 118,589 131,712 91,706

　７　賞与引当金 135,846 147,962 143,149

　８　役員賞与引当金 10,799 14,799 ―

　　　流動負債合計 1,019,15620.3 859,97916.2 1,479,61925.1

Ⅱ　固定負債

　１　長期前受金 94,557 54,919 81,712

　２　退職給付引当金 93,215 40,582 92,814

　３　役員退職慰労引当金 26,395 44,523 33,559

　　　固定負債合計 214,1684.3 140,0252.7 208,0863.6

　　　負債合計 1,233,32524.6 1,000,00418.9 1,687,70528.7

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,053,02221.0 1,053,02219.9 1,053,02217.9

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 553,022 553,022 553,022

　　(2) その他資本剰余金 2,499 2,499 2,499

　　　　資本剰余金合計 555,52211.1 555,52210.5 555,5229.4

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 31,000 31,000 31,000

　　(2) その他利益剰余金

　　　　別途積立金 970,000 970,000 970,000

　　　　繰越利益剰余金 1,174,138 1,685,867 1,592,400

　　　　利益剰余金合計 2,175,13843.4 2,686,86750.7 2,593,40044.0

　４　自己株式 △162△0.0 △162△0.0 △162△0.0

　　　株主資本合計 3,783,52075.5 4,295,24981.1 4,201,78271.3

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

△2,401△0.1 △960△0.0 △51△0.0

　　　評価・換算差額等
　　　合計

△2,401△0.1 △960△0.0 △51△0.0

　　　純資産合計 3,781,11875.4 4,294,28881.1 4,201,73071.3

　　　負債純資産合計 5,014,444100.0 5,294,293100.0 5,889,436100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 3,106,514100.0 3,165,310100.0 6,376,096100.0

Ⅱ　売上原価 ※１ 1,998,47364.3 2,278,58172.0 4,140,07664.9

　　　売上総利益 1,108,04135.7 886,72928.0 2,236,01935.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 380,60012.3 399,11112.6 791,22012.4

　　　営業利益 727,44123.4 487,61815.4 1,444,79922.7

Ⅳ　営業外収益

　１　有価証券利息 4,640 6,590 11,668

　２　受取配当金 11 66 24

　３　受取家賃 195 195 390

　４　その他 224 5,0710.2 202 7,0540.2 462 12,5450.2

Ⅴ　営業外費用

　　　株式交付費 3,761 3,7610.1 ― ― ― 3,761 3,7610.1

　　　経常利益 728,75123.5 494,67215.6 1,453,58322.8

Ⅵ　特別利益

　　　貸倒引当金戻入益 6 6 0.0 ― ― ― 6 6 0.0

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※２ 6,408 17,524 13,500

　２　投資有価証券評価損 891 ― 5,788

　３　事業再編費用 ※３ ― 7,3000.3 11,84229,3660.9 ― 19,2890.3

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

721,45823.2 465,30514.7 1,434,30122.5

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

324,983 154,779 624,466

　　　法人税等調整額 △22,583302,4009.7 44,298199,0786.3 △27,485596,9809.4

　　　中間(当期)純利益 419,05813.5 266,2268.4 837,32013.1

　

EDINET提出書類

ジェーピーエヌ債権回収株式会社(E03743)

半期報告書

15/39



③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年２月１日　至　平成19年７月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年１月31日残高(千円) 1,053,022 553,022 2,499 555,522

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当(千円) ― ― ― ―

　中間純利益(千円) ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)
　(千円)

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― ― ― ―

平成19年７月31日残高(千円) 1,053,022 553,022 2,499 555,522

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年１月31日残高(千円) 31,000 970,000 841,4601,842,460 △162 3,450,842

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当(千円) ― ― △86,380 △86,380 ― △86,380

　中間純利益(千円) ― ― 419,058 419,058 ― 419,058

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)
　(千円)

― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― ― 332,678 332,678 ― 332,678

平成19年７月31日残高(千円) 31,000 970,0001,174,1382,175,138 △162 3,783,520

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年１月31日残高(千円) △2,102 △2,102 3,448,739

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当(千円) ― ― △86,380

　中間純利益(千円) ― ― 419,058

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)
　(千円)

△299 △299 △299

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△299 △299 332,378

平成19年７月31日残高(千円) △2,401 △2,401 3,781,118
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当中間会計期間(自　平成20年２月１日　至　平成20年７月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成20年１月31日残高(千円) 1,053,022 553,022 2,499 555,522

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当(千円) ― ― ― ―

　中間純利益(千円) ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)
　(千円)

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― ― ― ―

平成20年７月31日残高(千円) 1,053,022 553,022 2,499 555,522

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成20年１月31日残高(千円) 31,000 970,0001,592,4002,593,400 △162 4,201,782

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当(千円) ― ― △172,760△172,760 ― △172,760

　中間純利益(千円) ― ― 266,226 266,226 ― 266,226

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)
　(千円)

― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― ― 93,466 93,466 ― 93,466

平成20年７月31日残高(千円) 31,000 970,0001,685,8672,686,867 △162 4,295,249

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成20年１月31日残高(千円) △51 △51 4,201,730

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当(千円) ― ― △172,760

　中間純利益(千円) ― ― 266,226

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)
　(千円)

△908 △908 △908

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△908 △908 92,558

平成20年７月31日残高(千円) △960 △960 4,294,288
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前事業年度(自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年１月31日残高(千円) 1,053,022 553,022 2,499 555,522

事業年度中の変動額

　剰余金の配当(千円) ― ― ― ―

　当期純利益(千円) ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)
　(千円)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― ―

平成20年１月31日残高(千円) 1,053,022 553,022 2,499 555,522

　
株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年１月31日残高(千円) 31,000 970,000 841,4601,842,460 △162 3,450,842

事業年度中の変動額

　剰余金の配当(千円) ― ― △86,380 △86,380 ― △86,380

　当期純利益(千円) ― ― 837,320 837,320 ― 837,320

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)
　(千円)

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― 750,940 750,940 ― 750,940

平成20年１月31日残高(千円) 31,000 970,0001,592,4002,593,400 △162 4,201,782

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年１月31日残高(千円) △2,102 △2,102 3,448,739

事業年度中の変動額

　剰余金の配当(千円) ― ― △86,380

　当期純利益(千円) ― ― 837,320

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)
　(千円)

2,050 2,050 2,050

事業年度中の変動額合計
(千円)

2,050 2,050 752,990

平成20年１月31日残高(千円) △51 △51 4,201,730
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

　１　税引前中間(当期)純利益 721,458 465,305 1,434,301

　２　減価償却費 171,195 214,909 345,574

　３　貸倒引当金の増減額(△減少) △272 488 △581

　４　賞与引当金の増減額 18,617 4,813 25,920

　５　役員賞与引当金の増減額 10,799 14,799 ―

　６　退職給付引当金の増減額　
　　　(△減少)

4,523 △52,231 4,122

　７　役員退職慰労引当金の増減額 701 10,963 7,865

　８　受取利息及び受取配当金 △4,652 △6,656 △11,692

　９　株式交付費 3,761 ― 3,761

　10　固定資産除却損 6,408 17,524 13,500

　11　事業再編費用 ― 11,842 ―

　12　投資有価証券評価損 891 ― 5,788

　13　売上債権の増減額(△増加) △101,437 △20,527 △80,902

　14　買取債権の増減額(△増加) ― △1,102,740 ―

　15　その他 1,737 △95,031 43,376

　　　小　　　計 833,731 △536,541 1,791,035

　16　利息及び配当金の受取額 4,640 6,656 11,669

　17　法人税等の支払額 △234,678 △417,686 △448,223

　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

603,693 △947,571 1,354,479

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　１　有形固定資産の取得による支出 △27,360 △318,519 △99,279

　２　無形固定資産の取得による支出 △98,080 △174,961 △155,262

　３　投資有価証券の取得による支出 △176 △197 △355

　４　投資有価証券の売却による収入 200 ― 200

　５　差入保証金の差入による支出 △44,415 △2,124 △44,790

　６　差入保証金の解約による収入 594 352 1,324

　７　その他 △11,238 ― △11,238

　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

△180,476 △495,451 △309,402
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前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　１　配当金の支払額 △85,638 △172,148 △85,888

　２　株式分割に係る株式交付費 △2,251 ― △3,761

　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

△87,889 △172,148 △89,649

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額 335,327 △1,615,171 955,427

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 2,504,706 3,460,134 2,504,706

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末
　　(期末)残高

※ 2,840,033 1,844,962 3,460,134
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

１　有価証券の評価基

準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算期末日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法また

は償却原価法により算

定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法または償却

原価法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価

法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

①　平成19年３月31日以

前に取得したもの

旧定率法を採用して

おります。

②　平成19年４月１日以

降に取得したもの

定率法を採用してお

ります。

 

なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま

す。

 

(1) 有形固定資産

　同左

(1) 有形固定資産　　

同左

（会計方針の変更）

法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法律

　平成19年３月30日　法律第

６号)及び（法人税法施行

令の一部を改正する政令平

成19年３月30日　政令第83

号))に伴い、平成19年４月

１日以降に取得したものに

ついては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しお

ります。これによる損益に

与える影響は軽微でありま

す。

　 　――――――― （会計方針の変更）

法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法律

　平成19年３月30日　法律第

６号)及び（法人税法施行

令の一部を改正する政令平

成19年３月30日　政令第83

号))に伴い、平成19年４月

１日以降に取得したものに

ついては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しお

ります。これによる損益に

与える影響は軽微でありま

す。

　この結果、従来の方法に比

べて営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は、そ

れぞれ8,612千円減少して

おります。

 

(2) 無形固定資産

自社利用ソフトウエア

については、社内におけ

る利用可能期間(最長５

年)に基づく定額法に

よっております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

(3) 投資その他の資産

長期前払費用について

は定額法によっておりま

す。

なお、償却年数につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準に

よっております。

(3) 投資その他の資産

同左

(3) 投資その他の資産

同左

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、

個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上し

ております。

(3) 役員賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

―――――――

 

(4) 退職給付引当金

従業員に対する退職給

付の支出に備えるため、

当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計

期間末において発生して

いると認められる額を計

上しております。

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額

法により処理しておりま

す。

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定

額法により、翌期から費

用処理することとしてお

ります。

(4) 退職給付引当金

同左

(4) 退職給付引当金

従業員に対する退職給

付の支出に備えるため、

当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しており

ます。

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法

により費用処理しており

ます。

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定

額法により、翌期から費

用処理することとしてお

ります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

(5) 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労

金の支出に備えるため、

内規に基づく当中間会計

期間末要支給額を計上し

ております。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労

金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

４　リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められて

いるもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左 同左

５　中間キャッシュ・

フ ロ ー 計 算 書

(キャッシュ・フ

ロー計算書)にお

ける資金の範囲

手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わな

い短期的な投資でありま

す。

同左 同左

６　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜き方式に

よっております。

同左 同左
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成19年７月31日)

当中間会計期間末
(平成20年７月31日)

前事業年度末
(平成20年１月31日)

※１　債権管理回収業に関する特別

措置法(サービサー法)

規則による行為規制に係わる

資産・負債等

※１　債権管理回収業に関する特別

措置法(サービサー法)

規則による行為規制に係わる

資産・負債等

※１　債権管理回収業に関する特別

措置法(サービサー法)

規則による行為規制に係わる

資産・負債等

当社は、債権管理回収業

に関する特別措置法第十八

条第九項、同規則第十四条

第一号に規定されている分

別管理義務を負っておりま

す。この規則により、当社が

受託者のために収受した弁

済金を当社の財産と明確に

区分せずに保管することが

禁止されております。

当社は、債権管理回収業

に関する特別措置法第十八

条第九項、同規則第十四条

第一号に規定されている分

別管理義務を負っておりま

す。この規則により、当社が

受託者のために収受した弁

済金を当社の財産と明確に

区分せずに保管することが

禁止されております。

当社は、債権管理回収業

に関する特別措置法第十八

条第九項、同規則第十四条

第一号に規定されている分

別管理義務を負っておりま

す。この規則により、当社が

受託者のために収受した弁

済金を当社の財産と明確に

区分せずに保管することが

禁止されております。

弁済金には、現金のみな

らず預金または貯金口座に

対する振込み入金も含ま

れ、振込口座を当社の財産

口座と同一口座として区分

せずに、保管することも禁

止されているため、当社は

当社財産管理口座と別に分

別管理専用の口座を当社名

義で設けて「現金及び預

金」と「預り金」を計上し

て弁済金の管理をしており

ます。

なお、当中間会計期間末

における分別管理に係わる

残高は84,671千円となって

おります。

 

弁済金には、現金のみな

らず預金または貯金口座に

対する振込み入金も含ま

れ、振込口座を当社の財産

口座と同一口座として区分

せずに、保管することも禁

止されているため、当社は

当社財産管理口座と別に分

別管理専用の口座を当社名

義で設けて「現金及び預

金」、流動資産の「その

他」と「預り金」を計上し

て弁済金の管理をしており

ます。

なお、当中間会計期間末

における分別管理に係わる

残高は、「現金及び預金」

で95,096千円、流動資産の

「その他」で1,259千円、

「預り金」で96,356千円と

なっております。

 

弁済金には、現金のみな

らず預金または貯金口座に

対する振込み入金も含ま

れ、振込口座を当社の財産

口座と同一口座として区分

せずに、保管することも禁

止されているため、当社は

当社財産管理口座と別に分

別管理専用の口座を当社名

義で設けて「現金及び預

金」、流動資産の「その

他」と「預り金」を計上し

て弁済金の管理をしており

ます。

なお、当事業年度末にお

ける分別管理に係わる残高

は、「現金及び預金」で

80,492千円、流動資産の

「その他」で1,469千円、

「預り金」で81,962千円と

なっております。

 

※２　消費税等の取扱

仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、未払

消費税等として表示してお

ります。

※２　消費税等の取扱

同左

※２　消費税等の取扱

―――――――
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

※１　減価償却実施額

有形固定資産 69,049千円

無形固定資産 101,390千円

投資その他の
資産

754千円

 

※１　減価償却実施額

有形固定資産 131,264千円

無形固定資産 82,688千円

投資その他の
資産

956千円

 

※１　減価償却実施額

有形固定資産 164,591千円

無形固定資産 179,411千円

投資その他の
資産

1,571千円

 

※２　固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物 270千円

工具器具備品 1,500千円

ソフトウエア 4,638千円

　　　計 6,408千円

 

※２　固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物 391千円

工具器具備品 7,252千円

ソフトウエア 9,880千円

　　　計 17,524千円

 

※２　固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物 411千円

工具器具備品 2,545千円

ソフトウエア 10,543千円

　　　計 13,500千円

 

※３　　　―――――――

 

 

※３　持株会社設立等、事業の再編・

構造改革に係わる費用であり

ます。

 

※３　　　―――――――
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成19年２月１日　至　平成19年７月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 24,682 24,682 ――― 49,364

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

株式分割による増加　24,682株

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 2 2 ――― 4

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

株式分割による増加　2株

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月15日
取締役会

普通株式 86,380 3,500平成19年１月31日 平成19年４月26日

（注）１株当たり配当額の内訳は、次のとおりであります。

普通配当　3,000円

記念配当　　500円

　

(2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成20年２月１日　至　平成20年７月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 49,364 ――― ――― 49,364

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 4 ――― ――― 4

　
　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月28日
取締役会

普通株式 172,760 3,500平成20年１月31日 平成20年４月25日

　

(2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

該当事項はありません。
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前事業年度(自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 24,682 24,682 ――― 49,364

　
(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

株式分割による増加　24,682株

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2 2 ――― 4

　
(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

株式分割による増加　2株

　
　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年３月15日
取締役会

普通株式 86,380 3,500平成19年１月31日 平成19年４月26日

（注）１株当たり配当額の内訳は、次のとおりであります。

普通配当　3,000円

記念配当　　500円

　

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年３月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 172,760 3,500平成20年１月31日 平成20年４月25日
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

※　現金及び現金同等物の当中間会

計期末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成19年７月31日現在)

現金及び預金 927,208千円

現先短期貸付金 1,997,497千円

　　　計 2,924,705千円

分別管理預金 △84,671千円

現金及び
現金同等物

2,840,033千円

※　現金及び現金同等物の当中間会

計期末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成20年７月31日現在)

現金及び預金 1,940,059千円

分別管理預金 △95,096千円

現金及び
現金同等物

1,844,962千円

※　現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

(平成20年１月31日現在)

現金及び預金 1,041,123千円

有価証券 2,499,503千円

　　　計 3,540,626千円

分別管理預金 △80,492千円

現金及び
現金同等物

3,460,134千円
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(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額

取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

中間

期末残高

相当額

(千円)

工具器具

備品
17,13914,8452,294

ソフト

ウエア
1,128 977 150

合計 18,26815,8232,444

　

―――――――

 
取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

期末残高

相当額

(千円)

工具器具

備品
17,13916,559 580

ソフト

ウエア
1,1281,090 37

合計 18,26817,650 617

　

②　未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 2,650千円

１年超 ―　千円

合計 2,650千円

 

②　未経過リース料中間期末残高

相当額

―――――――

 

②　未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 676千円

１年超 ― 千円

合計 676千円

 

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,005千円

減価償却費相当額 913千円

支払利息相当額 32千円

 

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 680千円

減価償却費相当額 617千円

支払利息相当額 3千円

 

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 4,020千円

減価償却費相当額 3,653千円

支払利息相当額 111千円

 

④　減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方

法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方

法

同左

④　減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方

法

同左

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物

件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。

・利息相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年７月31日)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

株式 10,027 5,911 △4,116

合計 10,027 5,911 △4,116

 (注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間会計期間において減損処理を行い、

投資有価証券評価損891千円を計上しております。

　

２　時価評価されていない有価証券

　　その他有価証券

　　　該当事項はありません。

　

当中間会計期間末(平成20年７月31日)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

株式 5,521 3,901 △1,619

合計 5,521 3,901 △1,619

　

２　時価評価されていない有価証券

　　その他有価証券

　　　該当事項はありません。

　

前事業年度末(平成20年１月31日)

　

　　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

　　株式 5,323 5,323 ―

　　債券
　　　　国債・地方債等

        社債

2,499,590

―

2,499,606

△102

15

△102

合計 2,504,913 2,504,826 △87

(注）１ 表中の株式の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において減損処理を

  行い、投資有価証券評価損5,788千円を計上しております。

　　 ２ 有価証券の会計処理は、修正受渡日基準を適用しております。そのため、社債は取得原価と時価額との

  差額を計上しております。
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(デリバティブ取引関係)

前中間会計期間(自　平成19年２月１日　至　平成19年７月31日)

デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成20年２月１日　至　平成20年７月31日)

デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日)

デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

前中間会計期間(自　平成19年２月１日　至　平成19年７月31日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成20年２月１日　至　平成20年７月31日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日)

該当事項はありません。
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(持分法損益等)

前中間会計期間(自　平成19年２月１日　至　平成19年７月31日)

関連会社がないため、該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成20年２月１日　至　平成20年７月31日)

関連会社がないため、該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日)

関連会社がないため、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

前中間会計期間(自　平成19年２月１日　至　平成19年７月31日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成20年２月１日　至　平成20年７月31日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

１株当たり純資産額 76,602円89銭 86,999円37銭 85,124円20銭

１株当たり
中間(当期)純利益

8,489円84銭 5,393円57銭 16,963円54銭

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益について

は、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

 

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益について

は、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

 

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

 

当社は、平成19年６月１日

付で普通株式１株に対し普

通株式２株の割合で株式分

割を行ないました。

前期首に当該株式分割が行

われたと仮定した場合にお

ける前事業年度の(１株当

たり情報)の各数値は以下

のとおりであります。

 

当社は、平成19年６月１日

付で普通株式１株に対し普

通株式２株の割合で株式分

割を行ないました。

前期首に当該株式分割が行

われたと仮定した場合にお

ける前事業年度の(１株当

たり情報)の各数値は以下

のとおりであります。

 

１株当たり純資産額

69,869円12銭

１株当たり当期純利益

13,898円14銭

１株当たり純資産額

69,869円12銭

１株当たり当期純利益

13,898円14銭

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　

項目
前中間会計期間末
（平成19年７月31日）

当中間会計期間末
（平成20年７月31日）

前事業年度末
（平成20年１月31日）

純資産の部の合計額(千円) 3,781,118 4,294,288 4,201,730

普通株式に帰属しない
純資産額(千円)

――― ――― ―――

普通株式に係る純資産額
(千円)

3,781,118 4,294,288 4,201,730

普通株式の発行済株式数(株) 49,364 49,364 49,364

普通株式の自己株式数(株) 4 4 4

１株当たり純資産の算定に
用いられた普通株式の数(株)

49,360 49,360 49,360
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２　１株当たり中間(当期)純利益

　

項目
前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

中間損益計算書
(損益計算書)上の中間
(当期)純利益(千円)

419,058 266,226 837,320

普通株式に係る
中間(当期)純利益(千円)

419,058 266,226 837,320

普通株主に帰属しない
金額(千円)

――― ――― ―――

普通株式の期中平均株式数
(株)

49,360 49,360 49,360

　

(重要な後発事象)

　
前中間会計期間末
(平成19年７月31日)

当中間会計期間末
(平成20年７月31日)

前事業年度末
(平成20年１月31日)

―――――――

 

 

当社は平成20年８月５日開催の取締

役会において、株式移転方式による

完全親会社（純粋持株会社）を臨時

株主総会で承認されることを条件と

して設立し、純粋持株会社体制へ移

行する方針を決議いたしました。

―――――――

 

 

(１)純粋持株会社設立の目的

　当社は、本業であるサービサー業

務を強化しつつ、当社のインフラ

ストラクチャーを活用したテレ

マーケティング事業・人材派遣事

業等の新規事業領域を拡大する事

が、企業の成長及び価値向上に不

可欠であるとの観点から、全体戦

略の立案及び経営資源の配分機能

を有する純粋持株会社を設立する

ことにより、事業の再編・拡大・

構造改革をより迅速かつ円滑に進

める体制を構築いたします。

　 (２)純粋持株会社への移行方法

　当社臨時株主総会承認決議等所

要の手続きを経た上で、株式移転

方式により当社の完全親会社とな

る純粋持株会社を設立し、当社を

純粋持株会社の完全子会社といた

します。完全子会社になる当社は

上場廃止となりますが、純粋持株

会社が新規上場を果たすことによ

り、実質的にその株式の上場を維

持する予定としております。 

　

(３)実施時期

　平成21年２月を予定しておりま

す。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(１)有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第14期(自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日)平成20年４月25日関東財務局長に提出

　

(２)有価証券報告書の訂正報告書

事業年度　第13期(自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日)平成20年５月２日関東財務局長に提出

　

事業年度　第14期(自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日)平成20年５月２日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年10月26日

ジェーピーエヌ債権回収株式会社

　　取　　締　　役　　会　　御中

　

監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　井　　上　　雅　　彦　　㊞

　

指定社員　　　
業務執行社員

公認会計士　　石　　井　　哲　　也　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているジェーピーエヌ債権回収株式会社の平成19年２月１日から平成20年１月31日までの第14期事

業年度の中間会計期間(平成19年２月１日から平成19年７月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、ジェーピーエヌ債権回収株式会社の平成19年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間会計期間(平成19年２月１日から平成19年７月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 (注)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年10月７日

ジェーピーエヌ債権回収株式会社

取　　締　　役　　会　　御中

　

監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　井　　上　　雅　　彦　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　日　　下　　靖　　規　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　本　　　　大　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているジェーピーエヌ債権回収株式会社の平成20年２月１日から平成21年１月31日までの第15期事

業年度の中間会計期間(平成20年２月１日から平成20年７月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、ジェーピーエヌ債権回収株式会社の平成20年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間会計期間(平成20年２月１日から平成20年７月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２０年８月５日開催の取締役会において、臨時株主総

会で承認されることを条件として株式移転により完全親会社を設立し、純粋持株会社体制へ移行する方針を

決議した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 
(注)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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